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1. 概要
情報流通量が急激に膨張しつつある昨今、可搬性の高

いスマートフォンやタブレット端末などの普及により、今後コン
シューマのみならずビジネスシーンにおいてもモバイルデバイス
利⽤の拡大が考えられている。そして、企業の IT における
「モバイル」の新たなビジネス活⽤の動きが促進されることに
より、生産性の向上やコスト削減効果、ワークスタイル変革
などの導入効果が期待されている。 
このような社会背景や動向を受けて、2013 年度より

NTT ドコモモバイル社会研究所は「ビジネス環境のモバイル
化に関する体系的研究（以下、「ビジネスモバイル研究」と
記述）」を実施している。1この研究活動の一環として、企
業情報化の実態に関する企業の従業員を対象としたウェブ
アンケート調査が⾏われており、本研究では、この調査デー
タのうち、特にモバイルデバイスとセキュリティに関連する意識
の関連について報告する。 

2. 定量調査の実施状況（2013 年度）
本研究に利⽤したデータは、次のような調査対象に対して

ウェブアンケート調査により収集されたデータである。 

・中小企業基本法の定義に基づく、小規模企業者を除く 
中小企業〜大企業の従業員 484 サンプル 
・官公庁・自治体・公共については対象外 
・情報システムを担当、もしくは勤務先の情報システムの 
状況を把握している人のうち、勤務先の売上規模、 
利益規模、情報システム予算について回答できる人物 
・１社１票となるよう調整（企業名は非取得） 
・調査期間︓2013 年 11 月 22 ⽇〜29 ⽇ 
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1例えば、一般財団法人 ⽇本情報経済社会推進協会の「企業 IT 利活
⽤動向調査 2014」では、セキュリティ支出の強化ポイントとして「モバイル
対策」が掲げられており、モバイルへの対応が注目されていることが⾒受けら
れる。 

表 1 調査対象サンプル数（業種別） 
業種 サンプル 

製造業 組⽴型製造 100 
プロセス型製造 100 
生活関連型製造 20 

非製造業 流通・卸 60 
サービス 60 
通信・IT 関連サービス 30 
新聞・出版・放送 12 
交通・運輸・倉庫 42 
医療・福祉・教育 60 

合計 N = 484 

3. 本研究における分析対象範囲
すでに記載したとおり、ビジネスモバイル研究においては、

企業における IT ⽤状況やモバイル活⽤状況、企業として
の活⽤に関する意識や組織風⼟などの幅広いデータが収
集されている。今回は、その中で特にセキュリティに関連する
と思われる項目をピックアップし、その項目と他の質問項目
の関連性についてデータを分析する。 

4. 分析方法
本研究では、ウェブアンケート調査データを分析し、その結

果の考察を⾏う。 
データ分析の基本として、クロス集計による数量把握を⾏

い、その数量把握結果に基づく２変数群の関連性を観察
する方法としてコレスポンデンス分析を⽤いる。 
コレスポンデンス分析とは、１つのマップ上にデータをプロッ

トして、そのプロット間の距離を⽤いて要素間の相対的な
関連性を読み取るという手法である。この分析にあたり、業
種毎の分析については調査⺟数が異なることから業種別
⺟数に対する相対⽐率（百分率計算）した対値を⽤い
る。 

今回のデータ分析においては以下のツールを利⽤した。 
・IBM SPSS Statistics version22 
・R version 3.0.3(2014-03-06)2 

2 R のスクリプトについては、同志社大学の[連載]フリーソフトによるデータ
解析・マイニング第 26 回「R と対応分析」の記載等を参考とした。 
http://mjin.doshisha.ac.jp/R/26/26.html 
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5. 仮説 
今回の分析にあたり、次に示す仮説をたてデータによる検

証を⾏う。 
[仮説１] 強制的・命令的で封建的な風⼟においては、

BYOD 促進の企業意識醸成は図られにくい。 
[仮説２] 強制的・命令的で封建的な風⼟においては、

セキュリティ対策意識が高い。 
 
６. 分析結果 
上述の仮説に関して、クロス集計とコレスポンデンス分析に

よる位置プロットの観察を⾏い、プロット上の変数群の位置
関係から変数群の間の相対的な関係を推測する。 
6.1. BYOD の許可／禁止の方向性と組織風土 
（１）回答数 
BYOD 導入方向性についての質問項目である「勤務先

の現在の BYOD 運⽤状況にかかわらず、BYOD を許可
すべきか禁止すべきか」という問いに対し「どちらともいえな
い」という回答が 36%を占めている。企業において BYOD
への取り組むべきについては方向性が掴めていない可能性
が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）コレスポンデンス分析結果 
本研究にて⽤いた組織風⼟測定項目と、この BYOD の

許可／禁止の方向性に関するデータについてコレスポンデン
ス分析を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7. まとめ 
[仮説１について] 
BYOD の許可／禁止の方向性について、仮説 1 は棄却

された。すなわち強制的・命令的で封建的な風⼟において
は、むしろ BYOD を許可すべきとの意識を持つ企業意識
の存在が確認できた。モバイルデバイス活⽤を推進すべき
業種とも考えられる「情報・IT 関連サービス」においては、
全業種の中で相対的に伝統習慣強制の組織風⼟には当
てはまらないと回答した企業において「BYOD を禁止すべ
き」という方向性意識が強いことが観察できた。 
[仮説２について] 
この仮説 2 も棄却された。 
強制的・命令的で封建的な風⼟な風⼟においては、「飴

と鞭」の経営による経営手法の側面が強いため、企業にお
けるセキュリティリスクに対する管理統制意識が相対的に強
いものと想定したが、一定の方向性を⾒出だすことはできな
かった。 
伝統習慣強制の組織風⼟には当てはまらないとされるプ

ロセス型製造の場合、セキュリティを重視する傾向が⾒られ
た。 
一方で、伝統習慣強制の組織風⼟によく当てはまるとさ

れる組⽴型製造の場合にセキュリティ重視の傾向がみえる
ことから、業種による考え方の差異が顕著にでたものと思わ
れる。 

 
８. 今後の取り組み 
これまでの研究活動に引き続き、データの分析を⾏い、ビ

ジネス環境におけるモバイル活⽤の促進要因または阻害要
因について考察することを目指す。 

 
参考文献 
・遊橋裕泰（NTTドコモモバイル研究所）ビジネス環境における

情報セキュリティに関する一考察、< http://www.moba-

ken.jp/pdf 

/JASMIN_131023.pdf>、2014/05/12アクセス 

・福井里江ほか「職場の組織風土の測定 ―組織風土尺度12 項

目版（OCS-12）の信頼性と妥当性」『産業衛生学雑誌2004; 46

巻』213頁-222頁 

・君山由良、「コレスポンデンス分析の利用法」データ分析研

究所、2011 年 2 月、pp.2-23 

図 1 BYOD の許可／禁止の方向性 

図 2 クロス集計の横棒グラフ出⼒例 
 

図 3 コレスポンデンス分析の出⼒例(図 1 データ) 
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